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〔医科〕 

物価高騰・人件費上昇が続く中、国民の安心・安全を守る地域医療提供体制の基盤

である医療機関の経営がかつてないレベルで極めて厳しい状況に陥っている。令和 5

年度、6年度の一般病院（全体）の損益率 （平均値）は、それぞれ▲7.5％、▲7.3％で、

令和 6年度の赤字割合は 67.6％と、前年度に続き約 7割にのぼった。精神科病院も令

和 6年度は赤字割合が約 7割に拡大している。一般診療所（医療法人）の損益率は平

均値で令和 5年度の 8.3％から令和 6年度は 4.8％に、中央値では 5.6％から 2.7％に

大幅に悪化し、赤字施設の割合は 37.4％、約 4割にのぼった。 

一般病院は、いずれの開設主体も医業収益は増加したが、総損益率は悪化し、増収

減益である。総損益率が悪化した要因は、賃金・物価の上昇によるコスト増のほか、

新型コロナウイルス感染症関連の補助金や診療報酬上の特例の終了による影響が大き

い。一般診療所（医療法人）では、「入院収益なし」、「あり」ともに医業収益は減少し

た。損益率は平均値、中央値ともに令和 5年度から大幅に悪化し、減収減益となった。

医療法人よりも零細な個人立一般診療所においても減収減益であった。

医業・介護費用は、物価・人件費等の高騰の影響を受け、給与費や材料費等の諸費

用が病院、診療所ともに上昇した。物価高騰が続く中で費用を抑え続けることには限

界がある。また、給与費は伸びているものの、病院、診療所ともに他産業の賃上げを

大きく下回った。この状況が続けば、医療人材の他産業への流出に歯止めがかからず、

人材確保がより一層、困難になることが危惧される。

一般病院の総損益率は、ほぼすべての地域で悪化し、どの病床規模でも悪化した。

急性期一般・地域一般のいずれの入院基本料を算定している病院でも赤字がさらに拡
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大した。現在の診療報酬では経営が成り立たないことが浮き彫りとなった。さらには、

令和７年 3月決算の医療法人では、令和 6年度全体に比べて損益率が低い傾向が見ら

れ、特に、診療所ではその傾向が強い。物価上昇は継続しており、令和 7年度はさら

に経営が悪化し、赤字の施設が増加する可能性が高い。

以上のとおり、病院・診療所ともに経営の悪化は深刻であり、存続が危ぶまれる状

況が明白になった。病院はすでに瀕死の状態で、ある日突然倒産するということが全

国で起きている。診療所も約 4割が赤字であり、規模が小さく脆弱な診療所は、これ

以上少しでも逆風が吹けば、経営が立ち行かなくなる。すでに医療機関の倒産が過去

最多のペースとなっており、継承にも支障をきたし、閉院が大幅に増え、地域医療の

崩壊を招きかねない。

物価・賃金上昇の中でも病院・診療所が存続できるよう、緊急かつ十分な対応が求

められる。

〔歯科〕

個人立歯科診療所の経営状況は回復基調には至っておらず、直近 2事業年（度）の

損益率は対前年（度）比でかろうじて横ばいを保つ逼迫した状況である。昨今の物価

高騰や賃上げの状況を踏まえると、依然として厳しい状況が続いている。特に医業費

用の内訳のうち、委託費の中の技工委託費は 5.9％増となっており、経費等の増加は

明らかである。金パラ価格は令和 7年に再び上昇しており、引き続き物価高騰の影響

を強く受けていることが推測される。

また、歯科衛生士等の給与水準は、一般病院の医療技術員よりも低い水準にとど

まっている。個人立歯科診療所における歯科衛生士の賃上げの状況は、骨太の方針

2025でも示された 2025年春季労使交渉の平均賃上げ率 5.26％には到底及ばず、この

ままの状況が続けば歯科衛生士等の雇用にも大きな影響を及ぼすことが懸念される。

個人立歯科診療所の損益差額は、消費者物価指数との長期的な比較においても上昇

傾向が見られず、地域の歯科医療を支える小規模歯科診療所の管理者の高齢化も進ん

でいる。こうした状況下で、これ以上の経営努力には限界があり、歯科医療機関の継

続が危機に瀕する可能性もある。国民の健康を守る歯科医療および口腔健康管理の充

実を図るためには、迅速かつ抜本的な対応が求められる。

〔薬局〕

保険薬局の直近の損益状況は、全体平均（法人）で＋5%程度という状態を維持して

いるが、対前年比は減少傾向にあり、賃上げ・物価高への対応の影響により厳しい経

営状態が続いている。

全体平均と比べると、特に最頻階級の損益差額の規模は非常に小さく（＋2%程度）、
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また、保険薬局の 3割弱が赤字に陥っており、極めて厳しい経営状況にある。 

同一グループの店舗数規模、調剤基本料の区分などの違いにかかわらず、すべての

薬局において給与費が増加しており、従業員の賃上げに積極的に取り組んでいること

が確認できる。しかし、その内訳を見ると、管理薬剤師または薬剤師の処遇改善より

も事務職員の賃上げ対応を優先しており、いずれの薬局においても他業種への人材流

出に苦慮している様子が窺える（管理薬剤師・薬剤師は年額 14,500円程度、事務職員

は年額 27,200円の賃上げ規模に留まっている）。 

地域医療における医薬品提供体制の中核を担う保険薬局のうち、特に「1 店舗」お

よび「2～5店舗」の損益状況は厳しく、経営基盤は極めて脆弱。このままでは、さら

なる賃上げ・物価高に対応することは極めて困難であり、地域医療における医薬品供

給に支障をきたすことになる。

また、依然として医薬品供給不足の状態が続いており、医薬品の確保に係る業務お

よび備蓄医薬品の管理コストもさらなる負担増となっている。

〔まとめ〕

以上、今回の医療経済実態調査結果から、医療機関等の直近の経営状況は、昨今の

物価・人件費等の急激な高騰への対応に困窮し、以前にも増して非常に厳しい状況に

あることが明らかとなった。

特に、患者さんへ質の高い医療を継続的に提供するためには、医療従事者に対する

賃上げと、その人材確保が急務である。

診療報酬という公定価格で運営する医療機関等にとって、賃上げや人材確保を継続

的かつ安定的に行い、物価高騰にも対応するためには、十分な原資が必要であり、対

応は待ったなしの状況である。そのためには、令和 8年度診療報酬改定が担う役割は

かつてないほど極めて重要である。
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令和7年12月3日

公益社団法人 日本医師会

「第25回医療経済実態調査報告－令和７年度実施－」
について

一般病院（全体） 損益率

-7.5% -7.3%-8.0%
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平均値

一般病院（全体） 損益率

（n=732）

令和5年度 令和6年度

*中央社会保険医療協議会「（実-1-2）第25回医療経済実態調査の概要（令和7年11月26日版）」

から作成。損益率は「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」を含まない数値。

 令和6年度の一般病院（全体）の損益率は▲7.3％、赤字施設の割合は前年度と同じ約7割に
のぼり、厳しい経営状況である。

一般病院 ： 特定機能病院、歯科大学病院、子ども病院、精神科病院（許可病床のすべてが精神病床であるもの）を除いた病院。 1
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黒字割合 赤字割合

*中央社会保険医療協議会「第25回医療経済実態調査（医療機関等調査）報告－令和7年実施－」

から作成。

損益率は「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」を除いている。
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 全病床に占める精神病床の割合が80％以上の病院では、
マイナスの医業利益率がさらに悪化し、令和6年度の赤字割合が約7割となった。

精神科病院 医業利益率と赤字割合
（全病床に占める精神病床の割合が80％以上の病院）
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*中央社会保険医療協議会「（実-1-3）第25回医療経済実態調査の分析」（令和7年11月26日）

から作成。

全病床に占める精神病床の割合が80％以上の病院

医業利益率
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医業利益 赤字割合

（n=194）

*中央社会保険医療協議会「（実-1-3）第25回医療経済実態調査の分析」（令和7年11月26日）

から作成。

3

一般診療所（医療法人） 損益率

 令和6年度の一般診療所（医療法人）の損益率は対前年で大幅に悪化した。
 損益率の中央値は平均値よりも大幅に下回っており、令和6年度は2.7％であった。
 令和6年度の赤字施設の割合は、約4割にのぼった。
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*中央社会保険医療協議会「（実-1-2）第25回医療経済実態調査の概要（令和7年11月26日版）」から作成。

損益率は「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」を含まない数値。
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*中央社会保険医療協議会「第25回医療経済実態調査（医療機関等調査）報告－令和7年実施－」

から作成。

損益率は「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」を除いている。
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一般病院 開設主体別 医業収益と総損益率

 一般病院は、いずれの開設主体も医業収益は増加したが、総損益率は悪化し、増収減益である。

 総損益率が悪化した要因は、賃金・物価の上昇によるコスト増のほか、新型コロナ関連の補助金や
特例の終了による影響が大きい。

※社会保険関係法人立と個人立の病院は施設数が少ないため、非表示としている。
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*中央社会保険医療協議会「第25回医療経済実態調査（医療機関等調査）報告－令和7年実施－」から作成。総損益率は「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」を含んでいる。
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一般病院 開設主体別 医業収益の増減率 （令和5年度→6年度）

*中央社会保険医療協議会「第25回医療経済実態調査（医療機関等調査）報告－令和7年実施－」から作成。

5

一般診療所（医療法人） 医業収益と損益率

 一般診療所（医療法人）では、「入院収益なし」「あり」ともに医業収益は減少した。損益率は
平均値、中央値ともに令和5年度から大幅に悪化し、減収減益となった。
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*中央社会保険医療協議会「（実-1-2）第25回医療経済実態調査の概要（令和7年11月26日版）」

から作成。損益率は「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」を含まない数値。
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一般診療所（医療法人）

開設主体別 医業収益の増減率

（令和5年度→6年度）

*中央社会保険医療協議会「第25回医療経済実態調査（医療機関等調査）報告

－令和7年実施－」から作成。

医業収益には「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」を含まない。

7 / 28



6

一般病院（全体） 各費用項目の伸び率

 医業・介護費用は、物価・人件費等の高騰の影響を受け、給与費や材料費等の諸費用が上昇した。
 一般病院では給食用材料費、診療材料費・医療消耗器具備品費、委託費の伸び率が高い。
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一般病院（全体） 各費用項目の伸び率 （令和5→6年度）

（n=732）

*中央社会保険医療協議会「第25回医療経済実態調査（医療機関等調査）報告－令和7年実施－」から作成。

7

一般診療所（医療法人） 各費用項目の伸び率

 一般診療所（医療法人）では材料費、給与費、医薬品費の伸び率が高い。
 物価高騰が続く中で費用を抑え続けることには限界がある。
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一般診療所（医療法人） 各費用項目の伸び率 （令和5→6年度）

（n=1,333）

*中央社会保険医療協議会「第25回医療経済実態調査（医療機関等調査）報告－令和7年実施－」から作成。
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一般病院 開設主体別 給与費の伸び率

 給与費の伸びは公立病院を除くすべての開設主体で、他産業の賃上げを大きく下回った。
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(n=732) (n=402) (n=24) (n=130) (n=51) (n=117)

一般病院 開設主体別 給与費の伸び率

（令和5年度→6年度）

*中央社会保険医療協議会「第25回医療経済実態調査（医療機関等調査）報告－令和7年実施－」から作成。

9

一般診療所（医療法人） 給与費の伸び率

 一般診療所の給与費は全体で3.2％増加し、うち入院収益なしの診療所では3.5％増加したが、
他産業の賃上げには追いついていない。

3.2%
3.5%

1.3%

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

全体 入院収益なし 入院収益あり

(n=1333) (n=1238) (n=95)

一般診療所（医療法人） 給与費の伸び率

（令和5年度→6年度）

*中央社会保険医療協議会「第25回医療経済実態調査（医療機関等調査）報告－令和7年実施－」から作成。
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10

医療機関機能別損益等の状況

11

 全病床に占める一般病床の割合が50％を超える病院では、
経常利益率のマイナスが拡大し、令和6年度は6割強の病院が赤字である。

一般病院（全体） 経常利益率と赤字割合
（全病床に占める一般病床の割合が50％を超える病院）

-2.5%

-4.4%
-5.0%

-4.0%

-3.0%

-2.0%

-1.0%

0.0%

令和5年度 令和6年度

*中央社会保険医療協議会「（実-1-3）第25回医療経済実態調査の分析」（令和7年11月26日）

から作成.。

全病床に占める一般病床の割合が50％を超える病院

経常利益率

（n=528）

45.1%

36.7%

54.9%

63.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和5年度

令和6年度

黒字割合 赤字割合

*中央社会保険医療協議会「（実-1-3）第25回医療経済実態調査の分析」（令和7年11月26日）

から作成.。

全病床に占める一般病床の割合が50％を超える病院

経常利益 赤字割合

（n=528）
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12

 全病床に占める精神病床の割合が80％以上の病院では、
令和6年度に経常利益率がマイナスに転じ、約6割の病院が赤字である。

精神科病院 経常利益率と赤字割合
（全病床に占める精神病床の割合が80％以上の病院）

2.2%

-1.0%-1.5%

-1.0%

-0.5%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

令和5年度 令和6年度

*中央社会保険医療協議会「（実-1-3）第25回医療経済実態調査の分析」（令和7年11月26日）

から作成。

全病床に占める精神病床の割合が80％以上の病院

経常利益率

（n=194）

60.3%

42.8%

39.7%

57.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和5年度

令和6年度

黒字割合 赤字割合

全病床に占める精神病床の割合が80％以上の病院

経常利益 赤字割合

（n=194）

*中央社会保険医療協議会「（実-1-3）第25回医療経済実態調査の分析」（令和7年11月26日）

から作成。

13

特定機能病院 医業利益率・経常利益率

 特定機能病院の令和6年度の医業利益率と経常利益率は、ともに前年度よりも悪化し、医業利益
は95.1％が赤字、経常利益は70.7％が赤字となった。

 特定機能病院の大半は大学病院だが、運営費交付金の交付を受けても赤字であり、大学病院に
おける教育・研究に大きな影響が出ることが危惧される。

-8.1%
-8.9%-10.0%

-8.0%

-6.0%

-4.0%

-2.0%

0.0%

特定機能病院の医業利益率 （n=82）

令和5年度 令和6年度

*中央社会保険医療協議会「（実-1-3）第25回医療経済実態調査の分析」（令和7年11月26日）

から作成。

-0.6%

-1.8%

-4.0%

-2.0%

0.0%

特定機能病院の経常利益率 （n=82）

令和5年度 令和6年度

*中央社会保険医療協議会「（実-1-3）第25回医療経済実態調査の分析」（令和7年11月26日）

から作成。

7.3%

4.9%

92.7%

95.1%

0.% 20.% 40.% 60.% 80.% 100.%

令和5年度

令和6年度

医業利益の赤字割合

黒字割合 赤字割合

*中央社会保険医療協議会「（実-1-3）第25回医療経済実態調査の分析」（令和7年11月26日）

から作成。

40.2%

29.3%

59.8%

70.7%

0.% 20.% 40.% 60.% 80.% 100.%

令和5年度

令和6年度

経常利益の赤字割合

黒字割合 赤字割合

*中央社会保険医療協議会「（実-1-3）第25回医療経済実態調査の分析」（令和7年11月26日）

から作成。
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14

一般病院 地域別 総損益率

 一般病院ではほぼすべての地域で総損益率が悪化した。

-2.4%

-6.4%

-2.7%

2.7%

-4.7%

-1.0%

0.1%

-3.1% -2.6%
-3.9%

-5.6%
-4.0%

0.9%

-7.5%

-4.1%

-1.7%

-5.2%
-3.6%

-8.0%

-4.0%

0.0%

4.0%
(n=732) (n=46) (n=40) (n=34) (n=34) (n=63) (n=61) (n=87) (n=367)

一般病院

（全体） 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 その他

一般病院（全体） 地域別 総損益率

令和5年度 令和6年度

*中央社会保険医療協議会「第25回医療経済実態調査（医療機関等調査）報告－令和7年実施－」から作成。

総損益率には「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」を含んでいる。

15

一般病院 病床規模別 総損益率

 一般病院ではすべての病床規模で総損益率が悪化した。

-2.4%

2.3%

-1.0%

-2.0%

-4.2%

-1.6%

-3.3%
-3.9%

-0.7%
-1.3%

-4.4% -4.5%
-3.8%

-4.4%
-6.0%

-4.0%

-2.0%

0.0%

2.0%

4.0%
(n=732) (n=91) (n=185) (n=259) (n=77) (n=80) (n=30)

一般病院

（全体）

20～

49床

50～

99床

100～

199床

200～

299床

300～

499床

500床

以上

一般病院（全体） 病床規模別 総損益率

令和5年度 令和6年度

*中央社会保険医療協議会「第25回医療経済実態調査（医療機関等調査）報告－令和7年実施－」から作成。

総損益率には「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」を含んでいる。
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16

一般病院 入院基本料別 総損益率

 急性期一般入院料、地域一般入院料のいずれを算定している医療機関でも赤字がさらに拡大した。

-3.0%
-3.5%

-3.1%

-5.4%

-2.7%

-4.0% -3.8%
-4.4%

-7.3%

-6.3%

-8.0%

-6.0%

-4.0%

-2.0%

0.0%
(n=149) (n=31) (n=158) (n=25) (n=43)

急性期一般

入院料1

急性期一般

入院料2～3

急性期一般

入院料4～6

地域一般

入院料1～2

地域一般

入院料3

入院基本料別 総損益率

令和5年度 令和6年度

*中央社会保険医療協議会「第25回医療経済実態調査（医療機関等調査）報告－令和7年実施－」から作成。

総損益率には「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」を含んでいる。

17

一般病院と一般診療所 損益率（３月決算の医療法人）

※損益率は「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」を含まない数値。

 令和7年3月決算の医療法人では、令和6年度全体（すべての決算月）に比べて損益率が低い傾向。
 特に減収減益傾向にある診療所では、その傾向が強く、物価上昇が今も進む中、令和7年度はさらに経営

が悪化し、赤字の施設が増加する可能性が高い。

中央値平均値

-0.9%-1.2%医療法人（n=308）

全体（すべての決算月）

３月決算のみ ３月決算のみ

中央値平均値

3.0%5.4%無床診療所 （n=1,238）

-0.4%1.4%有床診療所 （n=95）

一般病院 損益率（令和６年度） 一般診療所 損益率（令和６年度）

中央値平均値

-0.9%-1.0%医療法人（n=402）

中央値平均値

2.2%4.9%無床診療所 （n=252）

-2.1%-1.4%有床診療所 （n=21）

（医療法人）

（医療法人）

全体（すべての決算月）
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18

 損益率＝（医業・介護収益－医業・介護費用）÷（医業・介護収益）
※「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」を含まない。

 総損益率＝（医業・介護収益＋その他の医業・介護関連収益－医業・介護費用－その他の医業・介護関連費用）
÷（医業・介護収益）

※「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」を含む。

 分析にあたって、病院は集計1、診療所は集計2のデータを使用。

定 義
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第25回医療経済実態調査報告結果
（個⼈⽴⻭科診療所）について

2025年12⽉3⽇

公益社団法⼈ ⽇本⻭科医師会

⻭科診療所に占める個⼈⽴⻭科診療所の割合は令和6年では73.3％（P3）と多く、地域包括ケアシステムにおいて、
医療・介護・福祉を少ないマンパワーで⽀え地域医療において重要な役割を果たしている。

今回の調査では⻭科診療所の有効回答率は52.5％で、2013年以降5割を超えている（P3）。

個⼈⽴⻭科診療所の令和6年度の損益率は対前年度⽐で27.6％と横ばいであった。医業費⽤は2.5％増加しており、
医薬品費（3.9％増）、委託費（5.4％）と増加しており、特に技⼯委託費は5.9％増加していた。給与費は3.3％の
増加であるが、⾻太の⽅針2025でも⽰された2025年春季労使交渉の平均賃上げ率5.26％には到底及んでいない
（P4）。
⾦パラ価格を含めた⻭科材料費は1.9％増加しており、⾦パラ以外の⻭科材料や医療機器等の価格も上昇しており、
感染対策等の衛⽣⽤品を含めて、物価⾼騰等による⻭科診療所の負担はこれまで以上に増加している。

また、令和6年度の損益差額の分布をみると、最頻値は平均値に⽰される層とは⼤きく乖離し、⼀部の⻭科診療所が平均
値を押し上げる形であり、⻭科診療所間の格差が年々増加する傾向がみられる。
特に、令和6年度の平均損益差額は1,409万円であるが、1千万未満の⻭科診療所の割合は48.7％と約半数を占めて
いる。また、分布より5千万円以上が3％以上と過去と⽐較しても増加しており個⼈⽴⻭科診療所間における格差拡⼤が懸
念される（P5）。また、⻘⾊申告者では損益差額の平均値はすべての調査票に記載のある回答者と⽐較して331万円低
く、損益率も5％程度低かった（P6）。

⻭科衛⽣⼠等の給与⽔準についても、看護職員や医療技術員よりも低い⽔準であり（P7）、⻭科診療所の⻭科衛⽣
⼠の給与は病院勤務の⻭科衛⽣⼠よりさらに低い⽔準であった。個⼈⽴⻭科診療所における⻭科衛⽣⼠の賃上げの状況
は、2025年春季労使交渉の平均賃上げ率5.26％には到底及んでいない。スタッフ給与のさらなる引き上げは喫緊の課題と
考える。

個⼈⽴診療所の損益差額と消費者物価指数の経年推移（P8）からも⻭科診療所の経営状況は回復しておらず、
安全安⼼を前提とした⻭科医療提供体制を継続的に維持するため、物価⾼騰対策や職員等の賃上げの⽅策や対応
が必要不可⽋である。

第25回医療経済実態調査結果について 2
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医療経済実態調査における⻭科診療所有効回答率及び個⼈⽴⻭科診療所割合 3

（年）

73.3
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個人立歯科診療所割合*（％）

（年）

*医療施設調査より

個⼈⽴⻭科診療所の医業収益、医業・介護費⽤及び損益率 4

医業・介護収益は2.4％増であるが、医業・介護費用は2.5％増であり、
損益率は27.6％と前年比と同じで横ばいである。
医業費用の内訳では、委託費が5％以上増加している。
給与費は３．３％増加しているが、骨太の方針2025でも示された2025年
春季労使交渉の平均賃上げ率5.26％には到底及ばない。

（青色申告者含む n=３９６）

増減率（％）

2.5医業・介護費用【総額】

3.3給与費

3.9医薬品費

1.9歯科材料費

5.4委託費

5.9うち技工委託費

▲ 3.4減価償却費

2.1その他の医業・介護費用

R6        
（R5との比較）
増減率（％）

2.4医業収益*

2.5医業・介護費用

R5・R6とも
27.6％

損益率

*コロナ補助金含む
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個⼈⽴⻭科診療所の損益差額分布 5

5.1

3.0

9.1

10.9

11.6

9.1

7.3 7.3

5.8
5.3

4.8

3.5 3.5

1.8
1.3 1.3 1.5 1.3 1.5

0.8 1.0

0.0

3.3

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

平均値

中央値

最頻値

(%)

損益差額1,000万円未満は
48.7％と約半数である。
最頻値は500～750万円
であり、平均値（1,409万円）
と大きく乖離している。

個⼈⽴⻭科診療所の経営状況の内訳 6

青色申告者は、損益率が25％と全体の損益率より低い状況である。

青色申告者全ての調査票に回答
n=183n=213単位（千円）

増減率
(%)

R6R5
増減率
(%)

R6R5*コロナ補助金含む

3.149,36647,8931.952,18551,210Ⅰ 医業収益*

2.143,40042,5033.143,71742,402保険診療収益

▲ 3.67,3147,591その他の診療収益

▲ 4.21,1511,202その他の医業収益*

4.546449.2262240Ⅱ 介護収益

2.737,09936,1232.436,82435,958Ⅲ 医業・介護費用

2.015,26814,9674.515,51714,853給与費

6.37146721.6626616医薬品費

2.63,9633,8621.13,4583,419歯科材料費

4.44,4354,2476.24,7954,517委託費

▲ 2.93,0273,119▲ 3.73,0723,189減価償却費

4.79,6919,256▲ 0.19,3569,363その他の医業・介護費用

4.912,31411,8140.815,62215,493Ⅳ 損益差額*

0.224.9 24.7 ▲ 0.329.8 30.1 損益率(%)**

21.9(R4)21.1(R3)25.9(R4)26.7（R3）過去参考：損益率(%)**

** （医業・介護収益－医業・介護費用）÷医業・介護収益

17 / 28



302
329 340

466

324

419

313
338

353

477

333

423

歯科衛生士 歯科衛生士 歯科衛生士 看護職員 看護補助職員 医療技術員*

個人立 法人立 医療法人

歯科診療所 一般病院

R5 R6
（万円）

*診療放射線技師、臨床検査技師、栄養士、
理学療法士、作業療法士など

⼀般病院（医療法⼈）および⻭科診療所（個⼈・法⼈）の⻭科衛⽣⼠等の平均給与 7

歯科診療所の歯科衛生士の平均給与額は個人立が最も低く、一般病院の医療技術員よりも低い。

個⼈⽴⻭科診療所の損益差額と消費者物価指数の経年推移 8

（1981年を100とした場合）

個人立歯科診療所の損益差額と消費者物価指数の経年推移を見ても厳しい現状が分かる。
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